
  

 

 

 

２０２５年１月 

 

１．前払金保証取扱から見た長野県内の公共工事動向 

（２０２４年１２月 単月・累計） 

 

２．「電子保証」導入のご案内（白馬村） 

令和 7 年 1 月 6 日より白馬村において電子保証が導入されました。仕組みや手続きの流れは、長野

県と同様になりますので、別添リーフレットをご覧ください。 

なお、ご不明点等ございましたら、お気軽に当社までお問い合わせください。 

 

３．中間前金払制度のご案内 

前払金受領後の資金調達手段として、多くの発注者では中間前金払制度を導入しています。 

中間前金払制度は、当初の４割の前払金に加え、さらに２割の工事代金を請求することができる制度

で、保証料率も一律 0.065％と大変お安くなっています。是非ご利用ください。 

制度に関する詳細は、別添リーフレットをご覧ください。 

 

４．東日本保証がお届けするニュースレター「TOPICS」&「VOICE」 

業界の旬な話題を提供する「TOPICS」、建設に関わる方々の「声」を紹介する「VOICE」を発行

していますので、是非ご覧ください。 

 

５．電子入札用 IC カード「AOSign サービス」キャンペーンのご案内 

昨年秋以降、県内16市町村において電子入札がスタートするとされており、既に松本市、岡谷

市、飯田市、軽井沢町、松川町などでは開始となっています。 

当社の関連会社である日本電子認証（NDN）では電子入札用ICカード「AOSign(ｱｵｻｲﾝ)サービス」

キャンペーンを行っておりますので、この機会にぜひご利用ください。 

詳細は別添リーフレットをご覧ください。 

 

 

 

東日本建設業保証株式会社 長野支店 お客さま相談係 

〒380-8537 長野県長野市南石堂町 1230-6 長建ビル４F 

℡：026-226-7520 FAX:0120-027-376 

URL： https://www.ejcs.co.jp/ 

https://www.ejcs.co.jp/
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【１２月単月】

１．概　況
【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

8 798 368 7 507 808 14.3 57.3 ▲ 54.4

2 17 6 4 412 124 ▲ 50.0 ▲ 95.8 ▲ 94.4

69 1,947 854 95 2,388 1,089 ▲ 27.4 ▲ 18.5 ▲ 21.6

88 2,660 1,159 117 4,130 1,617 ▲ 24.8 ▲ 35.6 ▲ 28.3

2 12 5 2 66 26 0.0 ▲ 80.6 ▲ 80.6

3 162 64 4 477 21 ▲ 25.0 ▲ 66.1 202.4

172 5,599 2,459 229 7,984 3,688 ▲ 24.9 ▲ 29.9 ▲ 33.3

 ２．発注者別の主な増減（請負金額）
【金額単位：百万円】
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 ３．月別の推移（請負金額）

 ４．最近10年間の推移（請負金額）
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【１２月累計】

１．概　況
【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

245 22,610 9,295 244 28,020 11,787 0.4 ▲ 19.3 ▲ 21.1

55 52,123 17,118 48 32,354 9,525 14.6 61.1 79.7

933 55,188 22,271 963 51,135 20,680 ▲ 3.1 7.9 7.7

1,456 61,966 24,580 1,477 57,877 22,935 ▲ 1.4 7.1 7.2

25 972 388 26 911 361 ▲ 3.8 6.7 7.7

54 6,154 2,127 62 5,250 1,629 ▲ 12.9 17.2 30.6

2,768 199,017 75,783 2,820 175,549 66,919 ▲ 1.8 13.4 13.2

 ２．発注者別の主な増減（請負金額）
【金額単位：百万円】
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 ３．月別の推移（請負金額）

 ４．最近10年間の推移（請負金額）
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【金額単位：百万円】

件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額 件数 請負金額 保証金額

関東地方整備局 48 5,439 2,112 44 7,315 2,700 9.1 ▲ 25.6 ▲ 21.8

北陸地方整備局 50 6,868 2,733 56 6,993 2,819 ▲ 10.7 ▲ 1.8 ▲ 3.0

中部地方整備局 59 6,694 3,064 64 10,620 5,073 ▲ 7.8 ▲ 37.0 ▲ 39.6

国土地理院 0 0 0 1 3 1

計 157 19,002 7,910 165 24,933 10,594 ▲ 4.8 ▲ 23.8 ▲ 25.3

関東農政局 3 40 11 4 37 10 ▲ 25.0 7.8 17.2

中部森林管理局 75 3,015 1,153 67 2,808 1,088 11.9 7.3 5.9

計 78 3,055 1,165 71 2,846 1,099 9.9 7.3 6.0

0 0 0 3 41 16

3 31 11 0 0 0

0 0 0 2 33 10

1 266 106 1 48 19 0.0 443.5 441.0

3 93 37 1 59 23 200.0 55.7 55.7

3 163 65 1 57 22 200.0 184.1 184.3

245 22,610 9,295 244 28,020 11,787 0.4 ▲ 19.3 ▲ 21.1

10 5,419 1,910 8 2,013 792 25.0 169.2 141.0

20 7,252 2,172 17 3,398 1,208 17.6 113.4 79.7

10 22,270 8,508 12 9,596 3,827 ▲ 16.7 132.1 122.3

1 6 1 0 0 0

0 0 0 1 13 5

2 146 58 0 0 0

2 27 5 3 44 16 ▲ 33.3 ▲ 38.5 ▲ 67.1

5 16,819 4,393 5 17,189 3,634 0.0 ▲ 2.2 20.9

0 0 0 1 79 31

1 5 2 1 19 7 0.0 ▲ 70.7 ▲ 70.7

4 174 66 0 0 0

55 52,123 17,118 48 32,354 9,525 14.6 61.1 79.7

714 39,408 15,695 731 36,557 14,849 ▲ 2.3 7.8 5.7

65 2,067 890 81 3,013 1,287 ▲ 19.8 ▲ 31.4 ▲ 30.8

67 2,745 1,261 83 2,630 1,054 ▲ 19.3 4.4 19.6

34 8,175 3,298 26 7,277 2,854 30.8 12.3 15.6

1 8 2 1 20 8 0.0 ▲ 58.1 ▲ 68.6

12 1,135 543 5 84 33 140.0 1,240.8 1,507.5

15 866 298 15 756 291 0.0 14.4 2.3

18 658 234 14 399 147 28.6 65.0 59.1

5 50 19 7 395 154 ▲ 28.6 ▲ 87.3 ▲ 87.4

2 71 28 0 0 0

933 55,188 22,271 963 51,135 20,680 ▲ 3.1 7.9 7.7

870 42,411 16,958 880 40,804 16,239 ▲ 1.1 3.9 4.4

278 9,670 3,797 251 8,147 3,205 10.8 18.7 18.5

308 9,884 3,824 346 8,925 3,490 ▲ 11.0 10.7 9.5

1,456 61,966 24,580 1,477 57,877 22,935 ▲ 1.4 7.1 7.2

2 33 13 4 105 41 ▲ 50.0 ▲ 67.9 ▲ 67.5

5 172 68 2 81 30 150.0 111.9 123.2

18 767 306 20 725 289 ▲ 10.0 5.7 6.1

25 972 388 26 911 361 ▲ 3.8 6.7 7.7

54 6,154 2,127 62 5,250 1,629 ▲ 12.9 17.2 30.6

2,768 199,017 75,783 2,820 175,549 66,919 ▲ 1.8 13.4 13.2
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【参考】　市町村の前払金制度等の状況
【東日本建設業保証㈱調べ：2024年12月31日現在】

適用金額 率 限度額 適用金額 率 限度額

小 諸 市 50万円以上 40% 有 上 松 町 130万円以上 40% 有

佐 久 市 300万円以上 40% 有 南 木 曽 町 50万円以上 40% 有

小 海 町 100万円以上 40% 有 木 曽 町 130万円以上 40% 有

佐 久 穂 町 100万円以上 40% 有 木 祖 村 50万円以上 40% 有

川 上 村 100万円以上 40% 有 王 滝 村 50万円以上 40% 有

南 牧 村 300万円以上 40% 有 大 桑 村 50万円以上 40% 有

南 相 木 村 130万円以上 40% 有 松 本 市 130万円超　 40% 有

北 相 木 村 100万円以上 40% 有 塩 尻 市 50万円以上 40% 有

軽 井 沢 町 300万円以上 40% 有 安 曇 野 市 130万円以上 40% 有

御 代 田 町 50万円以上 40% 有 麻 績 村 130万円以上 40% 有

立 科 町 300万円以上 40% 有 生 坂 村 50万円以上 40% 有

上 田 市 100万円以上 40% 有 山 形 村 130万円以上 40% 有

東 御 市 130万円以上 40% 有 朝 日 村 50万円以上 40% 有

長 和 町 50万円以上 40% 有 筑 北 村 130万円以上 40% 有

青 木 村 50万円以上 40% 有 大 町 市 50万円以上 40% 有

岡 谷 市 50万円以上 40% 有 池 田 町 250万円以上 40% 有

諏 訪 市 50万円以上 40% 有 松 川 村 130万円以上 40% 有

茅 野 市 50万円以上 40% 有 白 馬 村 50万円以上 40% 有

下 諏 訪 町 50万円以上 40% 有 小 谷 村 300万円以上 40% 有

富 士 見 町 50万円以上 40% 有 長 野 市 300万円以上 40% 有

原 村 50万円以上 40% 有 須 坂 市 100万円以上 40% 有

伊 那 市 50万円以上 40% 有 千 曲 市 100万円以上 40% 有

駒 ヶ 根 市 130万円以上 40% 有 坂 城 町 50万円以上 40% 有

辰 野 町 50万円以上 40% 有 小 布 施 町 100万円以上 40% 有

箕 輪 町 50万円以上 40% 有 高 山 村 100万円以上 40% 有

飯 島 町 50万円以上 40% 有 信 濃 町 100万円以上 40% 有

南 箕 輪 村 130万円以上 40% 有 飯 綱 町 50万円以上 40% 有

中 川 村 130万円以上 40% 有 小 川 村 100万円以上 40% 有

宮 田 村 300万円以上 40% 有 中 野 市 100万円超　 40% 有

飯 田 市 130万円以上 40% 有 飯 山 市 100万円以上 40% 有

松 川 町 50万円以上 40% 有 山 ノ 内 町 100万円以上 40% 有

高 森 町 50万円以上 40% 有 木 島 平 村 50万円以上 40% 有

阿 南 町 130万円以上 40% 有 野沢温泉村 100万円以上 40% 有

阿 智 村 50万円以上 40% 有 栄 村 300万円以上 40% 有

平 谷 村 200万円以上 40% 有

根 羽 村 200万円以上 40% 有 長 野 県 100万円以上 40% 有

下 條 村 300万円以上 40% 有

売 木 村 50万円以上 40% 有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※長野県内全市町村で前払金支払限度額が撤廃

天 龍 村 50万円以上 40% 有

泰 阜 村 130万円以上 40% 有

喬 木 村 130万円以上 40% 有

豊 丘 村 300万円以上 40% 有

大 鹿 村 130万円以上 40% 有

中間
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本統計（保証取扱高）の見方 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

・前払金保証契約の実績のうち、長野県内で行われた工事について、件数、 
請負金額、保証金額を集計しています。 

・工期が複数年度に亘る工事の請負金額は、前払金に対応する当該年度の請 
負金額相当額を計上しています。 

・集計は、当社が前払金保証契約を行った日（保証契約日といいます。）を 
基準としています。工事の請負契約日と保証契約日との間には、若干のタ 
イムラグ（概ね半月程度）が発生する場合があります。 

・前月以前に締結した保証契約を取り消した場合、数値がマイナスとして掲載 
される場合があります。 

【発行】東日本建設業保証株式会社 長野支店 

 
〒380-8537 長野市南石堂町 1230-6 長建ビル 4F 

TEL:026-226-7520 (代表) FAX:0120-027-376 
URL https://www.ejcs.co.jp 

 
※ご不明な点はお気軽にお問い合わせください。 

 

https://www.ejcs.co.jp
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